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1.　18年12月期の業績（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

(1) 経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨て表示

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月期 10,221 (2.9) 695 (△30.8) 704 (△28.2)

17年12月期 9,932 (1.3) 1,004 (△21.4) 981 (△22.7)

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年12月期 389 (△34.7) 952 83 925 71 8.4 7.1 6.9

17年12月期 596 (△27.3) 1,468 87 1,417 58 14.7 10.9 9.9

(注) ① 期中平均株式数 18年12月期 408,817株 17年12月期 406,113株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年12月期 9,957 4,900 49.2 11,979 56

17年12月期 9,992 4,324 43.3 10,580 51

(注) ① 期末発行済株式数 18年12月期 409,110株 17年12月期 408,690株

　 ② 期末自己株式数 18年12月期 ─株 17年12月期 ─株

　

2.　19年12月期の業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

中間期 5,250 317 183

通期 10,800 764 444

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）1,085円28銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たりの配当金 配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産
配当率(％)　 中間期末 期末 年間

17年12月期 ─ 200.00 200.00 81 13.6 1.9

18年12月期 ─ 200.00 200.00 81 21.0 1.7

19年12月期(予想) ─ 200.00 200.00 　 　 　

　　※　　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確
定な要素を 含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合が
あります。
　なお、上記予想に関する事項は添付資料7ページを参照して下さい。
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1. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成17年12月31日)

当事業年度

(平成18年12月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,491,714 　 　 863,261 　 　 　

　２　受取手形 　 　 176,769 　 　 87,580 　 　 　

　３　売掛金 ※３ 　 1,143,141 　 　 999,311 　 　 　

　４　商品 　 　 1,228,960 　 　 1,855,649 　 　 　

　５　未着品 　 　 314,920 　 　 366,198 　 　 　

　６　貯蔵品 　 　 827 　 　 1,266 　 　 　

　７　前渡金 　 　 11,597 　 　 9,277 　 　 　

　８　前払費用 　 　 6,562 　 　 34,497 　 　 　

　９　繰延税金資産 　 　 26,061 　 　 ─ 　 　 　

　10　為替予約 　 　 243,349 　 　 453,107 　 　 　

　11　その他 　 　 27,065 　 　 24,211 　 　 　

　　　貸倒引当金 　 　 △3,200 　 　 △1,582 　 　 　

　　　流動資産合計 　 　 4,667,768 46.7 　 4,692,778 47.1 　 25,010

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※１ 2,043,736 　 　 2,052,190 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 607,066 1,436,670 　 713,815 1,338,374 　 　 　

　　(2) 構築物 　 1,895 　 　 1,895 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 716 1,178 　 845 1,049 　 　 　

　　(3) 機械及び装置 　 14,125 　 　 14,125 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 13,407 717 　 13,418 707 　 　 　

　　(4) 車両運搬具 　 21,647 　 　 21,647 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 18,662 2,984 　 19,467 2,180 　 　 　

　　(5) 工具器具備品 　 377,022 　 　 402,725 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 240,403 136,619 　 281,949 120,775 　 　 　

　　(6) 土地 ※１ 　 648,701 　 　 648,701 　 　 　

　　(7) 建設仮勘定 　 　 ─ 　 　 743 　 　 　

　　　有形固定資産合計 　 　 2,226,871 22.3 　 2,112,531 21.2 　 △114,339

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 　 170,751 　 　 128,600 　 　 　

　　(2) 電話加入権 　 　 4,615 　 　 4,615 　 　 　

　　　無形固定資産合計 　 　 175,367 1.8 　 133,216 1.4 　 △42,150

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 1,320 　 　 13,320 　 　 　

　　(2) 関係会社株式 ※１ 　 1,991,787 　 　 2,091,815 　 　 　

　　(3) 出資金 　 　 5,481 　 　 5,481 　 　 　

　　(4) 従業員に対する

　　　　長期貸付金
　 　 315 　 　 920 　 　 　

　　(5) 長期前払費用 　 　 63,155 　 　 43,096 　 　 　

　　(6) 繰延税金資産 　 　 63,096 　 　 67,439 　 　 　

　　(7) 差入保証金 ※１ 　 648,564 　 　 637,861 　 　 　

　　(8) 長期性預金 　 　 100,000 　 　 100,000 　 　 　

　　(9) その他 　 　 63,720 　 　 70,567 　 　 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △15,400 　 　 △11,188 　 　 　

　　　投資その他の資産合計 　 　 2,922,042 29.2 　 3,019,314 30.3 　 97,272

　　　固定資産合計 　 　 5,324,280 53.3 　 5,265,061 52.9 　 △59,218

　　　資産合計 　 　 9,992,049 100.0 　 9,957,840 100.0 　 △34,208
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前事業年度

(平成17年12月31日)

当事業年度

(平成18年12月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 ※３ 　 775,788 　 　 769,689 　 　 　

　２　１年内返済予定

　　　長期借入金
※１ 　 536,590 　 　 502,670 　 　 　

　３　１年内償還予定

　　　社債
※１ 　 200,000 　 　 100,000 　 　 　

　４　未払金 　 　 475,301 　 　 461,078 　 　 　

　５　未払費用 　 　 9,680 　 　 11,423 　 　 　

　６　未払法人税等 　 　 50 　 　 198,406 　 　 　

　７　未払消費税 　 　 3,176 　 　 18,948 　 　 　

　８　繰延税金負債 　 　 ─ 　 　 127,583 　 　 　

　９　前受金 　 　 202,517 　 　 225,236 　 　 　

　10　預り金 　 　 8,729 　 　 10,522 　 　 　

　11　繰延ヘッジ利益 ※６ 　 243,349 　 　 ─ 　 　 　

　12　賞与引当金 　 　 44,730 　 　 52,728 　 　 　

　　　流動負債合計 　 　 2,499,914 25.0 　 2,478,287 24.9 　 △21,627

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 ※１ 　 1,350,000 　 　 1,250,000 　 　 　

　２　長期借入金 ※１ 　 1,678,300 　 　 1,173,210 　 　 　

　３　退職給付引当金 　 　 66,845 　 　 69,144 　 　 　

　４　役員退職慰労引当金 　 　 69,479 　 　 81,979 　 　 　

　５　長期預り保証金 　 　 3,360 　 　 4,260 　 　 　

　　　固定負債合計 　 　 3,167,984 31.7 　 2,578,593 25.9 　 △589,391

　　　負債合計 　 　 5,667,899 56.7 　 5,056,880 50.8 　 △611,018

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 399,454 4.0 　 ― ― 　 ─

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 440,090 　 　 ― 　 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 440,090 4.4 　 ― ― 　 ─

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 10,000 　 　 ― 　 　 ─

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　別途積立金 　 2,779,055 2,779,055 　 ― ― 　 　 ─

　３　当期未処分利益 　 　 695,550 　 　 ― 　 　 ─

　　　利益剰余金合計 　 　 3,484,605 34.9 　 ― ― 　 ─

　　　資本合計 　 　 4,324,149 43.3 　 ― ― 　 ─

　　　負債及び資本合計 　 　 9,992,049 100.0 　 ― ― 　 ─
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前事業年度

(平成17年12月31日)

当事業年度

(平成18年12月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 400,294 4.0 　 ─

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 440,930 　 　 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 440,930 4.4 　 ─

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 10,000 　 　 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 ― 　 　 3,299,055 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 483,347 　 　 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 3,792,402 38.1 　 ─

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 4,633,626 46.5 　 ─

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　繰延ヘッジ損益 　 　 ― ― 　 267,333 2.7 　 ─

　　　評価・換算差額等合計 　 　 ― ― 　 267,333 2.7 　 ─

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 4,900,959 49.2 　 ─

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 9,957,840 100.0 　 ─
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② 損益計算書
　

　 　

前事業年度

(自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日)

当事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　商品売上高 　 9,838,850 　 　 10,126,489 　 　 　 　

　２　その他売上高 　 93,816 9,932,666 100.0 95,104 10,221,593 100.0 　 288,926

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首商品たな卸高 　 1,480,909 　 　 1,543,880 　 　 　 　

　２　当期商品仕入高 　 4,789,151 　 　 5,797,009 　 　 　 　

　　　合計 　 6,270,060 　 　 7,340,890 　 　 　 　

　３　期末商品たな卸高 　 1,543,880 　 　 2,221,847 　 　 　 　

　４　商品売上原価 　 4,726,179 　 　 5,119,042 　 　 　 　

　５　その他商品売上原価 　 30,842 4,757,021 47.9 34,885 5,153,927 50.4 　 396,906

　　　売上総利益 　 　 5,175,645 52.1 　 5,067,665 49.6 　 △107,979

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　荷造運賃 　 388,864 　 　 354,324 　 　 　 　

　２　販売促進費 　 330,564 　 　 288,230 　 　 　 　

　３　給料手当 　 986,884 　 　 1,025,209 　 　 　 　

　４　賞与 　 209,110 　 　 232,175 　 　 　 　

　５　賞与引当金繰入額 　 44,730 　 　 52,728 　 　 　 　

　６　退職給付費用 　 32,114 　 　 66,212 　 　 　 　

　７　役員退職慰労引当金

　　　繰入額
　 13,500 　 　 12,500 　 　 　 　

　８　旅費交通費 　 166,893 　 　 196,959 　 　 　 　

　９　地代家賃 　 887,566 　 　 773,824 　 　 　 　

　10　減価償却費 　 209,812 　 　 212,890 　 　 　 　

　11　貸倒引当金繰入額 　 9,100 　 　 ─ 　 　 　 　

　12　その他 ※１ 891,812 4,170,951 42.0 1,157,371 4,372,427 42.8 　 201,475

　　　営業利益 　 　 1,004,693 10.1 　 695,238 6.8 　 △309,455

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 3,207 　 　 5,288 　 　 　 　

　２　受取配当金 　 218 　 　 218 　 　 　 　

　３　賃貸収入 　 23,760 　 　 23,760 　 　 　 　

　４　商品保険求償金 　 6,808 　 　 ─ 　 　 　 　

　５　為替差益 　 12,874 　 　 7,611 　 　 　 　

　６　その他 　 2,929 49,798 0.5 21,508 58,388 0.6 　 8,589

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 31,859 　 　 30,472 　 　 　 　

　２　社債利息 　 11,961 　 　 14,575 　 　 　 　

　３　社債発行費償却 　 26,000 　 　 ─ 　 　 　 　

　４　その他 　 3,086 72,907 0.7 4,120 49,169 0.5 　 △23,738

　　　経常利益 　 　 981,584 9.9 　 704,457 6.9 　 △277,127
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前事業年度

(自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日)

当事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　役員退職慰労引当金戻入益 　 1,154 　 　 ─ 　 　 　 　

　２　債務保証損失引当金戻入益 　 12,500 　 　 ─ 　 　 　 　

　３　貸倒引当金戻入益 　 ― 13,654 0.1 5,830 5,830 0.1 　 △7,824

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 ※２ 21,956 　 　 947 　 　 　 　

　２　減損損失 ※３ ― 　 　 5,048 　 　 　 　

　３　店舗閉鎖損失 ※４ ― 21,956 0.2 10,604 16,601 0.2 　 △5,355

　　　税引前当期純利益 　 　 973,282 9.8 　 693,686 6.8 　 △279,596

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 296,611 　 　 340,625 　 　 　 　

　　　法人税等調整額 　 80,143 376,754 3.8 △36,473 304,152 3.0 　 △72,602

　　　当期純利益 　 　 596,528 6.0 　 389,534 3.8 　 △206,994

　　　前期繰越利益 　 　 99,022 　 　 ― 　 　 ─

　　　当期未処分利益 　 　 695,550 　 　 ― 　 　 ─
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③ 利益処分計算書

　

　 　
前事業年度

(平成17年12月期)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 695,550

Ⅱ　利益処分額 　 　 　

　１　配当金 　 81,738 　

　２　任意積立金 　 　 　

　　　　別途積立金 　 520,000 601,738

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 93,812
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④ 株主資本等変動計算書

当事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高(千円) 399,454 440,090 440,090

事業年度中の変動額 　 　 　

　新株の発行 840 840 840

　剰余金の配当 　 　 　

　当期純利益 　 　 　

　別途積立金 　 　 　

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　

事業年度中の変動額合計(千円) 840 840 840

平成18年12月31日残高(千円) 400,294 440,930 440,930

　

　

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高(千円) 10,000 2,779,055 695,550 3,484,605 4,324,149

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 　 1,680

　剰余金の配当 　 　 △81,738 △81,738 △81,738

　当期純利益 　 　 389,534 389,534 389,534

　別途積立金の積立 　 520,000 △520,000 ─ ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計(千円) ─ 520,000 △212,203 307,796 309,476

平成18年12月31日残高(千円) 10,000 3,299,055 483,347 3,792,402 4,633,626

　

　
評価・換算差額等

純資産合計
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日残高(千円) ─ ─ 4,324,149

事業年度中の変動額 　 　 　

　新株の発行 　 　 1,680

　剰余金の配当 　 　 △81,738

　当期純利益 　 　 389,534

　別途積立金の積立 　 　 ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

267,333 267,333 267,333

事業年度中の変動額合計(千円) 267,333 267,333 576,810

平成18年12月31日残高(千円) 267,333 267,333 4,900,959
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

　 ②　その他有価証券

　　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

　　時価のないもの

同左

２　デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品……移動平均法による原価法

未着品…個別法による原価法

貯蔵品…最終仕入原価法

商品……同左

未着品…同左

貯蔵品…同左

４　固定資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物については定額法

なお、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、３年

均等償却

また、主な耐用年数は次のとお

りであります。

　建物　　　　　　３～43年

　工具器具備品　　２～15年

①　有形固定資産

同左

　 ②　無形固定資産

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用期間

（５年）に基づく定額法

②　無形固定資産

同左

　 ③　長期前払費用

均等償却

③　長期前払費用

同左

５　繰延資産の処理方法 社債発行費　

　支出時に全額費用として計上してお

ります。

　

─────────

６　引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

①　貸倒引当金

同左

　 ②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期に対応

する部分を計上しております。

②　賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

　 ③　退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備える

ため、当期末の退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

なお、数理計算上の差異につい

ては発生時に費用処理しておりま

す。

また、このほか執行役員の退職

慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額の100％を計

上しておりましたが、平成17年1月

1日以降、「執行役員退職慰労金規

程」を廃止し、従来計上した金額

は原則退職時の支払に備えること

といたしました。なお、その残高

は17,948千円であります。

③　退職給付引当金

同左

　

　 ④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額の100％を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が、借主に移転

すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

同左

８　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。ただし、振当処理の要件を

満たす為替予約については振当処

理に、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては特例処理に

よっております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ、為

替予約

ヘッジ対象…借入金、買掛金、

未払金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 ③　ヘッジ方針

主に当社の内規である「デリバ

ティブ管理規則」に基づき、金利

変動リスク及び為替変動リスクを

ヘッジしております。

③　ヘッジ方針

同左
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項目
前事業年度

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

　 ④　ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャ

ッシュフロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動の累計を比較し、

その変動額の比率によって有効性

を評価しております。ただし、特

例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略

しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法

　税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

　同左
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会計処理の変更

　

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

　

───────────

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年8月9日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第6

号)を適用しております。これにより税引前当期純利益

が5,048千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該資産から直接控除しております。

　

───────────

　

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

　  当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適

用指針第８号)を適用しております。

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

4,922,924千円であります。

　また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

　

　

───────────

（ストック・オプション等に関する会計基準等）

　  当事業年度から「ストック・オプション等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

　最終改正　平成18年５月31日　企業会計基準適用指

針第11号）を適用しております。これによる、損益に

与える影響はありません。
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表示方法の変更

　

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

（損益計算書）

為替差益については、従来、営業外収益の「その他」

に含めておりましたが、当事業年度において営業外収益

の総額の100分の10を超えたために区分掲記しました。な

お、前事業年度の「その他」に含まれている為替差益は

577千円であります。

　

─────────
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追加情報

　

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日　企業会計基準委

員会　実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費が16,426千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、16,426

千円減少しております。

　

──────────

　

　

　

─────────

　

リースアンドリユース取引は、従来納品時に収益を計上

しておりましたが、金額の重要性が増してきたため、当

事業年度よりリース期間に応じて収益を計上することと

しました。この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞ

れ31,132千円少なく計上されております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成17年12月31日)
当事業年度

(平成18年12月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 579,674千円

土地 648,541

差入保証金 184,349

計 1,412,565
　

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 565,777千円

土地 648,541

差入保証金 184,349

計 1,398,668
　

担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定長期借入金 416,550千円

社債 1,450,000

長期借入金 1,225,010

計 3,091,560

　なお、上記の他に、関係会社株式1,954,701千円
を関係会社の借入金の担保に供しております。　
　

担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定社債 100,000千円

１年内返済予定長期借入金 355,960

社債 1,250,000

長期借入金 866,630

計 2,572,590

　なお、上記の他に、関係会社株式1,954,701 千
円を関係会社の借入金の担保に供しております。
　　　　

※２　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 1,305,000株

発行済株式総数 普通株式 408,690

※２　    

─────────

※３　関係会社に対する資産及び負債

売掛金 22,758千円

買掛金 122,090

※３　関係会社に対する資産及び負債

売掛金 14,107千円

買掛金 312,917

　４　偶発債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入

に対し債務保証を行っております。

保証先
金額
(千円)

内容

㈱ＣＩＸＭ 36,935 借入債務

計 36,935 －

　

　４　偶発債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入

に対し債務保証を行っております。

保証先
金額
(千円)

内容

㈱ＣＩＸＭ 29,152 借入債務

計 29,152 －

　

　５ 受取手形裏書譲渡高 66,626千円

※６　繰延ヘッジ利益

　ヘッジ手段に係る損益は、純額で繰延ヘッジ利益

として流動負債の部に計上しております。なお、上

記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は3,132千円、繰延

ヘッジ利益の総額は246,482千円であります。

　５ 受取手形裏書譲渡高 97,880千円

※６　

─────────
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

23,061千円

※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

50,842千円

※２　固定資産除却損の内訳

建物 7,029千円

工具器具備品 1,242

長期前払費用 2,235

ソフトウェア 11,448

合計 21,956

※２　固定資産除却損の内訳

工具器具備品 947千円

※３

─────────

※３　当社は以下の減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

愛知県 営業店舗 建物等 5,048

当社の資産のグルーピングは、主としてエリア単位と
して行っております。
　上記店舗については、近い将来に店舗の閉鎖を予定し
ていることから、減損損失5,048千円（建物4,140千円、
その他908千円）を計上しました。なお、当該資産につ
いては今後処分が予定されており、実質的な価値は零と
判断されているため、正味売却価額を零として評価して
おります。

※４　

─────────

※４　店舗閉鎖損失の内訳

建物 6,405千円

その他 4,198千円

合計 10,604千円
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(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 408,690 420 ─ 409,110
　

（注）普通株式の増加420株は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。
　

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年３月30日
定時株主総会

普通株式 81,738 200.00 平成17年12月31日 平成18年３月31日

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議(予定) 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年３月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 81,822 200.00 平成18年12月31日 平成19年３月29日
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リース取引関係

　

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車輌運搬具 11,271 4,864 6,407

工具器具備品 4,750 4,354 395

合計 16,021 9,218 6,803

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車輌運搬具 11,271 4,696 6,575

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,276千円

１年超 5,833

合計 8,110

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,918千円

１年超 3,915

合計 5,833

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 9,532千円

減価償却費相当額 8,752

支払利息相当額 179

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 2,202千円

減価償却費相当額 2,254

支払利息相当額 363

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　同左

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2,417千円

１年超 2,305

合計 4,722

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2,690千円

１年超 4,879

合計 7,569
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有価証券関係

前事業年度(自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日)及び当事業年度(自　平成18年１月１日　

至　平成18年12月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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税効果会計関係

　
前事業年度

(平成17年12月31日)
当事業年度

(平成18年12月31日)

１　繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 　

　役員退職慰労引当金超過額 28,486千円

　退職給付引当金超過額 27,406

　賞与引当金超過額 18,339

　貸倒引当金 6,310

　その他 8,616

　　繰延税金資産合計 89,157

　　繰延税金負債合計 ―

　　繰延税金資産の純額 89,157
　

１　繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 　

　役員退職慰労引当金超過額 33,611千円

　退職給付引当金超過額 28,349

　賞与引当金超過額 21,618

　未払事業所税及び事業税 18,859

　前受収益 12,772

　貸倒引当金超過額 5,085

　未払社会保険料 2,371

　減損損失 2,070

　その他 893

　　繰延税金資産合計 125,630

　 　

繰延税金負債 　

　繰延ヘッジ損益 185,774千円

　　繰延税金負債合計 185,774

　　繰延税金負債の純額 60,144

　 　

　当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸
借対照表の以下の項目に含まれております。

　固定資産－繰延税金資産 67,439千円

　流動負債－繰延税金負債 127,583

　
　

２　法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0%

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2%

租税特例措置法に基づく税額控除 △2.9%

住民税均等割 0.3%

その他 △0.8%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.7%

　

２　法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0%

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9%

租税特例措置法に基づく税額控除 △1.9%

同族会社の留保金課税 2.4%

住民税均等割 0.4%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.8%
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１株当たり情報

　

項目
前事業年度

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 10,580円51銭 11,979円56銭

１株当たり当期純利益 1,468円87銭 952円83銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
1,417円58銭 925円71銭

　
(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目 　
前事業年度

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

純資産の部の合計金額（千円） 　 ─ 4,900,959

純資産部の合計額から控除する金額
（千円）

　 ─ ─

普通株式に係る純資産額（千円） 　 ― 4,900,959

普通株式の発行済株式数（株） 　 ─ 409,110

普通株式の自己株式数（株） 　 ― ─

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数（株）

　 ― 409,110

　

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目 　
前事業年度

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

当事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

損益計算書上の当期純利益（千円） 　 596,528 389,534

普通株式に係る当期純利益（千円） 　 596,528 389,534

普通株主に帰属しない金額（千円） 　 ― ─

普通株式の期中平均株式数（株） 　 406,113 408,817

当期純利益調整額（千円） 　 ― ─

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定
に用いられた普通株式増加数の主要な内訳
新株予約権（株）

　 14,696 11,979

普通株式増加数（株） 　 14,696 11,979

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

　 ― ─

　

　

― 21 ―



重要な後発事象

前事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

該当事項はありません。
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2. 役員の異動（平成19年３月28日予定）

(1)代表取締役の異動

取締役相談役　　　高橋　洋二　　（現代表取締役会長）

代表取締役会長　　月岡　和夫　　（現代表取締役社長）

　

(2)新任代表取締役候補

代表取締役社長就任予定　　高橋　克典　　
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